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住民の安全・安心を支える「国の出先機関」の拡充を求

める意見書 

 上記の議案を、別紙のとおり会議規則第14条の規定により提出しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



住民の安全・安心を支える「国の出先機関」の拡充を求 

める意見書 

 

東日本大震災をはじめ、未曽有の災害が相次ぐ中、国民のいのちと

くらしを守るためには、国の役割が益々重要となっており、国・地方

を問わず公務員の果たすべき役割は拡大している。 

しかし、日本の公務員数は、先進諸国と比較して著しく低い水準に

あることは周知の事実である。さらに、国家公務員には連年の定員削

減と行政改革推進法による定員純減の施策が行われ、公務職場は慢性

的な人員不足で行政サービスに支障をきたしている。ＪＲ北海道の相

次ぐトラブルが象徴するように、民営・業務委託化による弊害は多く、

安全・安心にかかわることは国の責任で行うことが不可欠であり、「国

の出先機関」を撤退、縮小するのではなく、全国各地に存在すること

が欠かせない。 

北海道には公共職業安定所、労働基準監督署、地方法務局、地方気

象台、地方運輸局、航空管制部、経済産業局、総合通信局、開発局、

税務署、地方厚生局、海上保安部をはじめとする国の出先機関が各地

に存在し、住民の安心と安全を支えている。また、国立大学、高専、

国立病院、日本年金機構といった、公務関連の法人も多数存在し地域

の福祉と教育を支えている。 

しかし、北海道の人口減少や、行政改革の推進、相次ぐ定員削減の

影響を受けて、撤退・縮小の傾向にある。北海道の広大な面積、降雪

寒冷地であることなどの地理的特殊性を踏まえると、安易な出先機関

などの撤退・縮小は容認できず、出先機関の撤退は地域経済に悪影響

を及ぼし、さらなる地域間格差を生み出す。 

更に、現在国が行っている行政サービスについて、民営化、独立行

政法人化、業務委託化すると、責任の所在が曖昧になるとともに、営

利目的となり、利潤が出なければ廃止、地域からの撤退が加速するこ

とになりかねない。安易に独立行政法人化や民間委託をすすめること

なく、国の行政サービス維持の観点から下記の事項の実現を要望する。 



記 

１ 国の出先機関改革にあたっては、廃止、地方移管を前提としない

こと。 

 

２ 住民の安心・安全を支える行政サービスの拡充をはかるため必要

な人員を確保すること。 

 

３ 現在国で行われている業務について、十分な議論もないなかで、

拙速な民営化、独立行政法人化、業務委託化をすすめないこと。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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